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青函トンネル建設の経緯 第１回青函WG資料より抜粋

◆昭和14年6月 ： 青函トンネルの調査開始

◆昭和16年12月 ： 太平洋戦争開始。戦争開始とともに調査中断

◆昭和21年 調査再開◆昭和21年 ： 調査再開

◆昭和29年9月 ： 青函連絡船「洞爺丸」海難事故発生

これ以降、本州と北海道をトンネルで結ぶ構想が具体化。れ以降、本州と北海道をトンネルで結ぶ構想が具体化。

◆昭和39年4月 ： 実施計画作成の指示（運輸大臣→日本鉄道建設公団）

在来線の電気機関車を考慮したトンネルを計画

◆昭和40年8月 ： 調査に関する工事実施計画の認可（運輸大臣→日本鉄道建設公団）

地質、掘削方法、施工法等について、斜坑・横坑を掘削することにより調査

◆昭和46年4月 通達（運輸大臣 日本鉄道建設公団）◆昭和46年4月 ： 通達（運輸大臣→日本鉄道建設公団）

「将来新幹線を通しうるよう設計上配慮しておかれたい。」

◆昭和46年9月 ： 青函トンネルの工事実施計画認可（運輸大臣→公団）昭和 年 月 青函 事実施計画認 （ 輸大臣 団）

◆昭和48年11月 ： 北海道新幹線 整備計画決定（新幹線の最高設計速度は260km/h）

◆昭和63年3月 ： 青函トンネル供用開始

◆平成17年4月 ： 北海道新幹線（新青森・新函館（仮称）間）工事実施計画の認可・着工

出典：津軽海峡線工事誌等より作成
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青函トンネルを活用した北海道の物流青函トンネルの現況

青函トンネルを活用した鉄道貨物輸送の現況

青函トンネルを活用した北海道の物流青函トンネルの現況

運行頻度
（上下線）

旅客列車：28本/日
貨物列車：51本/日

発発 送送馬鈴薯たまねぎ かぼち 乳製品最高速度 旅客列車：140km/h
貨物列車：100km/h

発発 送送

221221万万トントン//年年
【【シェア３８％シェア３８％】】

馬鈴薯たまねぎ かぼちゃ

米 メロン

乳製品

砂糖

北海道地区北海道地区北海道地区北海道地区

紙製品自動車部品
東北地区 ５本
関東地区 ２６本
東海地区 ７本

【発着地】

北旭川駅

北見駅

中斜里ORS

名寄ORS

小樽築港ORS

滝川駅

万トン

東北地区東北地区東北地区

関東地区

24万トン

93万トン

57万トン

29万トン

19万トン

113万トン

23万トン

九州地区 関西地区

関西地区 １１本
九州地区 ２本

釧路貨物駅

帯広貨物駅

苫小牧貨物駅

小樽築港O S

札幌貨物(ﾀ)駅
富良野駅

東室蘭駅

本輪西駅

音別駅
到到 着着 225225万万トントン//年年

東海地区8万トン
45万トン

35万トン

東室蘭駅

函館貨物駅

輸 送 量 ：約４５０万トン／年
輸送シェア：約４２％

【【シェア４２％シェア４２％】】

加工食品宅配貨物 書籍飲料 衣類 雑貨

2出典：JR貨物資料より作成

加工食品宅配貨物 書籍飲料 衣類 雑貨

陸上貨物輸送の鉄道シェア （平成22年度実績）



青函共用走行区間について

○青函共用走行区間は 海峡線（新中小国信号場・木古内間 87 8km）のうち 青函トンネル（54km）と○青函共用走行区間は、海峡線（新中小国信号場 木古内間 87.8km）のうち、青函トンネル（54km）と

その前後の明かり区間との計82kmで構成。

○海峡線の所有者は（独）鉄道・運輸機構であり、JR北海道は施設の貸付を受けて営業。JR貨物はJR

北海道よりさらに貸付を受けて営業

共用走行のイメージ共用走行のイメージ 新函館(仮称)

五稜郭

北海道よりさらに貸付を受けて営業。

新幹線
在来線

函館

木古内
きこない

五稜郭

共用走行区間（82km）

北海道新幹線
（新青森・新函館間）
平成27年度末完成
（149km）

木古内

湯の里信号場
ゆのさと

【貨物待避線あり】

【貨物待避線あり】

新幹線の駅
在来線の駅

（凡例）

青函トンネル（54km）

1067mm

1435mm

1067mm

1435mm

信号場（貨物列車の待避線あり）

在来線の駅
在来線の駅（貨物駅隣接）

奥津軽(仮称)

新中小国信号場
しんなかおぐに

【貨物待避線あり】

【貨物待避線あり】

中小国
なかおぐに

新幹線のみが走行

新幹線と在来線が共用走行

機構

機構

JR北海道

JR北海道

分類 所有 日常管理

※在来線の青森駅以東はH22.12に第３セクターに経営分離。
新青森

青森

東青森

中小国
在来線のみが走行

在来線のみが走行

JR北海道

JR東日本

JR北海道

JR東日本
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時間帯区分案における高速走行時間帯の確保のイメージ

○比較的貨物列車の運行に影響の少ない時間帯で高速新幹線を走行させることが望ましい。○比較的貨物列車の運行に影響の少ない時間帯で高速新幹線を走行させることが望ましい。
○新幹線の高速走行前に必要な軌道等の確認（約２時間）や、新幹線の走行等に要する時間（約１
時間）として、現行の確認方法においては約３時間の間合いが必要。

○確認時間の短縮化を図り、１時間程度とする。

保守間合 確認時間
高速新幹線 新幹線（140km/h）と新幹線（140km/h）と

【現行の確認方法により確認する場合】

保守間合 確認時間
高速新幹線
のみ走行

新幹線（140km/h）と
在来線が共用走行

新幹線（140km/h）と
在来線が共用走行

約2時間 約1時間

確認時間を約２時間から約１時間に短縮
【確認時間の短縮化を図る場合】

約1時間約1時間

【確認時間 短縮化を図る場合】
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新幹線において導入されている確認車

○ 確認車（画像処理型）の概要

・保守作業の終了後、線路の状況確認のため、初列車を運転する前に上下線別、停車場間別に保守用保守作業の終了後、線路の状況確認のため、初列車を運転する前に上下線別、停車場間別に保守用
車両（モーターカー）を運転することを基本にしている。

・現在の確認車走行の一例

確認車により、以下の建築限界内の支障物の確認を行っている。

カメラ画像処理システム※カメラ画像処理システム
及び目視により軌道周辺
を確認

進行方向車両を走行させることで、
フランジウェイの
走行支障を直接確認

検知棒
支障物

検知棒
（建築限界の支障を検知）

現行導入されている確認車の一例

※ 概ね25cm×25cm以上の支障物検知、濃霧等の影響で検知できない場合もあり

現在の確認方法のイメージ
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青函共用走行区間における確認車の走行による確認のイメージ

○青函共用走行区間を確認車の走行による確認を行った場合について試算すると、
最も確認時間を要する奥津軽～木古内で、約２時間※必要。

※確認車平均走行速度60km/hとして計算。保守基地からの確認車の出入り時間等を含む。

確認車

確認車

74.8km 35.5km38.5km

共用走行区間 82km

新
青
森

木
古
内

新
函
館

青函トンネル５４km 湯の里
信号場

奥
津
軽新中小国

信号場（新）
保

津軽海峡線

保保

新
中

信
号青

五
稜
郭
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確認時間の短縮化（例えば、回送列車扱いの走行による確認のイメージ）

○高速新幹線走行前の最終貨物列車走行後、回送車による走行をもって確認する。

※回送車の編成数、回送車走行速度、支障物発見時の対応、余裕時分、その他について要検討。

新函館

○140km/hの回送車によって確認した場合

木古内

m間 m

3
5
.
5k

m

奥津軽
新中小国

7
4
.
8k

m

共
用
区
間

8
2
.
04

k
m

m

新青森 3
8
.
5k

m

38分 26分

高速走行時間帯
高速走行時間帯
への切替に要する時間

回送車
(260km/h,140km/h)

貨物列車
(100km/h)

高速新幹線

への切替に要する時間
高速走行時間帯
への切替に要する時間

約 時間

への切替に要する時間

高速新幹線
(260km/h,200km/h)

７

約２時間



高速走行時間帯への貨物列車の誤進入の防止

○ 共用走行区間において、新幹線が200km/h以上で高速走行する際には、

ヒューマンエラー防止のため、貨物列車の在線を検知及び進入を防護する

ことが必要

共用走行区間

ことが必要。

本線に進入しない措置をシステム

停止

本線に進入しない措置をシステム
的に維持することが必要

停止

停止

200km/h

本線に進入しない措置をシステム
的に維持することが必要

本線に進入しない措置をシステム
的に維持することが必要
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H24.4 H27.4H25.4

青函共用走行に係る今後のスケジュールイメージ

H26.4 H28.4 H29春 H30春～

関係会議 「実務技術の検討の場」（学識者、事業者、鉄道総研、交通研等）

青函共用走行区間技術検討WG

短期的方策

確認車両の高速化、高速走行時間帯への
貨物列車誤進入防止等の検討

確認車両
の高速化等

中長期的方策

更なる既存技術の活用による高速走行の在り方の検討
すれ違い時減速案及びトレイン・オン・トレイン案の検討

※ 「実務技術検討の場」において
導入すべき技術の検証

高速走行の実現に必要な諸準備、工事の実施
の高速化等
を踏まえ
１日１本

200km/h以
上新幹線
運行中長期的方策

H
24短

中
長
期

H
28
年
度

H
27
年

今
後
の
検

運行

24
年
12
月

変

短
期
的
方
策

的
方
策
の
方

度
末

防
音

新函館開業に向けた工事の実施
年
度
末

新
※ 安全性が

検
討
の
基
本

変
更
認
可

の
決
定

方
向
性
の
決
定

壁
等
の
完
工

函
館
開
業

※ 安全性が
十分に確保
されないとの
結論に至った
場合は、実施
を延期

的
な
課
題
整

定
高速走行に必要な防音壁等の工事の実施

当面、全新幹線の140km/h運行

を延期整
理
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すれ違い時減速システム等による共用走行案

運行システムを改修して、対向列車の動きに合わせて制御できるようにする。

100km/h

200km/h以上以

すれ違い時に在来線並みの速
度まで減速することにより、現状
と同水準 安全性を確保

100km/h

140km/h

と同水準の安全性を確保

・ 本案は 減速により 高速走行する新幹線と貨物列車のすれ違いを回避することができる本案は、減速により、高速走行する新幹線と貨物列車のすれ違いを回避することができる。

・ しかし、本案は、共用走行区間内の高速走行する新幹線と貨物列車を、時間的・空間的に完全に
分離するものではない。したがって、高速走行のための環境の確保のためには、反対線も含めて支
障物のないことを常時確認することが必要であり 常時モニタリング等の技術開発が必要である。障物のないことを常時確認することが必要であり、常時モニタリング等の技術開発が必要である。

・ さらに、気密構造になっていない貨物列車への対応が必要である。
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新幹線貨物専用列車導入案

第２回青函WGJR北海道資料より抜粋t/T 技術的課題の検証状況/ 技術的課題の検証状況

スラブ軌道の
許容応力満足

軌道構造と
の整合性 【空車】 【積車】

新幹線貨車

新幹線貨車
（2軸3台車）

の整合性

重量大

【空車】 【積車】

新幹線貨車
荷重分担

出力大
電気機関車

粘着を確保し、既存の 2軸3台車により

約98t （計画 最大)約38t （計画）

コンテナ貨車 ： 約60t

走り装置 転覆限界風速

粘着を確保し、既存の
小型大出力電動機の採用

2軸3台車により
軸重(16.5t)を分散

コンテナ貨車 ： 約60t
（貨 車 ： 約 20t）
（コンテナ ： 約 40t）

走り装置 転覆限界風速
貨車台車を試作、
高速試験台試験で
走行安定性に問題
ないことを確認

重心高積空差大

共用区間の転覆限界
風速計算結果では、
30m/s以上を確保

新幹線と同等な
軸バネ支持方式の

採用

走行安全性 基礎ブレーキ 走行安全性 地震時の挙動

重心高
60t
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新幹線と同等の高信頼性
基礎ブレーキ装置の採用

シミュレーションにより
走行安全性に

問題ないことを確認

走行シミュレーション結果では
積載コンテナが車体内壁に接触
する大きな挙動(左右)なし

新潟県中越地震の推定地震動
の挙動解析結果では空・積車

条件とも脱線しない


